
おりですが、近年の当市消防本部の職員数の推移状況を
より詳細に分析しますと、若手職員の急増に相反して、
ベテラン職員が多数退職するという状況にあります。近
い将来である10年後の勤務年数別職員構成は大きく様
変わりをし、職員全体における若手職員の占める割合は
急増することが必至となっております。

こうした職員構成の変化から、配置人数の少ない分署
や出張所などにも、経験年数の少ない若手職員を配置せ
ざるを得ない状況となっており、施設・資機材の不足し
ている分署や出張所では効果的な訓練ができず、若手の
職員を育成するには難しい環境となっています。

（２）災害形態
近年の災害形態は変容を遂げており、救急・支援出動

の増加に相反して火災出動はおおむね減少しており、火
災現場の経験不足の隊員が増加しています。

これらのことから、現場への影響として①職員の現場
経験・実体験の不足、②消防隊活動における小隊長への
負担増、③救急・支援出動増加に伴う訓練時間の確保が
困難、④人材不足による訓練機会の減少、⑤配属施設の
設備や機材不足による訓練機会の減少、などが挙げられ
ています。

職員育成プログラムとは、組織全体の職員力を向上す
るため、全消防職員を対象に知識・技術の向上に取り組
むものです。プログラムには各種項目・事業が設定され、
それぞれの項目ごとに研修や事業を展開していきます。

《プログラム概要》
項目ごとの概要は次のとおりです。

（１） 若手職員育成研修
採用１年目から３年目（最終的な目標は採用５年目

まで）の職員を対象に、警防・救助・救急・予防の４
項目に関する現場活動・実務等を主とした集合研修を
実施します。（平成25年度から始動）　※詳細は後述

（２） 消防研修システム構築
次世代に知識・技術を伝承するため「ベテラン職員

の現場の知恵」、「災害事例集」、「活動マニュアル」、「研
修資料」、「資機材取扱要領」などを一元管理する『消
防研修システム』を構築し、職員が庁内ネットワーク
を活用していつでも学べる環境を整備します。（平成

豊田市は愛知県のほぼ中央に位置し、愛知県全体の
17.8％を占める広大な面積を持つまちです。全国有数
の製造品出荷額を誇る「クルマのまち」として知られ、
世界をリードするものづくり中枢都市としての顔を持つ
一方、市域のおよそ７割を占める豊かな森林、市域を貫
く矢作川、季節の野菜や果物を実らせる田園が広がる、
恵み多き緑のまちとしての顔を併せ持っています。

豊田市消防本部の管轄面積は918.47㎢、管轄人口は
42万2,010人であり、１本部（４課）、４署、５分署、
７出張所、職員477人の体制で消防業務に取り組んでい
ます。（平成25年４月１日）

当市消防本部では近年、大量採用により組織の若年化
が進行し、現場経験の少ない職員が急増するために消防
組織力の低下が懸念されています。

その対策として、消防職員に必要となる基礎的な知識・
技術の内容を習得することを目的とした『職員育成プロ
グラム』を作成し、職員育成の仕組みを構築しました。

この『職員育成プログラム』の中で、①「即戦力とな
る若手職員の育成強化」、②「安定した訓練時間の確保」、
③「統一した知識・技術の伝承」を目的に、『若手職員
育成研修』が平成25年度から始動しましたので、その
取組をご紹介します。

（１）職員構成
大量採用による組織の若年化については先に述べたと
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愛知県　豊田市消防本部

消防組織力向上に向けた人材育成
～若手職員育成研修始動～



26年度システム開発、平成27年度運用開始予定）
（３） 技能確認基準

災害出動業務に従事する職員を対象に、担当業務に
必要な技能基準を年１回各所属で確認し、技能の維持
向上を図ります。（平成25年度基準作成、平成26年度
検証、平成27年度運用開始予定）

（４） 体力管理計画
組織全体で職員の体力管理に取り組み、職務の遂行

に必要な体力維持を図ります。（平成25年度調査検討、
平成26年度規程・要綱整備、平成27年度測定器具等
購入・実施）

（５） 教育訓練用資機材の充実
教育訓練に必要な資機材を充実させるとともに、現

場経験の不足を補うために必要な施設・機器の導入を
検討します。

（６） 各所属における研修・訓練（ＯＪＴ）
職員教育及び育成の基本はＯＪＴ（On the Job 

Training）です。職員育成プログラムの構築後も、各
所属単位での独自研修、日常訓練、職場教養等は継続
して実施します。

（７） マンツーマン指導
新規採用職員の適切な指導育成を図るため、同じ職

場の先輩職員がマンツーマン指導者として１年間にわ
たり指導・支援を行います。

大量採用による組織の若年化によって直接的に発生す
る消防組織力の低下を防ぐため、職員育成プログラムの
中でも特に注力する事業が『若手職員育成研修』です。

この研修は、採用年次ごとの教育訓練カリキュラムに
基づき、消防職員に必要となる基礎的な知識・技術の研
修指導を行い、習熟状況や達成度を効果測定等によって
確認するものです。また、中堅職員における指導能力の
強化や統一を図るため、研修指導者の指名を行います。

（１） 研修概要
①対象者：採用１年目〜３年目（平成25年度）

※平成26年度以降の最終対象者：採用５年目まで
②内容：警防、救助、救急、予防の４項目に関する現場

活動・実務等の研修
※効果測定による習熟・達成度評価

③方法：採用年数ごとの項目別集合研修
④ 研修時間：表１のとおり
⑤ カリキュラム概要：表２のとおり

（２） 研修実施体制
【採用１年目】
①研修時間：平日７時間（８時30分〜17時15分）
②研修方法：連続９日間（又は５日間）の集合研修
③体制：採用１年目の職員に対する集合研修で、現場配

属前の基本的知識・技術の習得を目指します。消防学
校初任科へ後期（10月）入校職員は所属への配属前
９日間、前期（４月）入校職員は初任科卒業後５日間
の研修を実施します。

【採用２年目・３年目】
①研修時間：平日３時間（９時30分〜12時30分）
②研修方法：警防・救助・救急・予防の項目別集合研修
③体制：項目別のカリキュラムに基づき、採用年次ごと

に集合研修を実施します。

（３） 指導者の指名
教育カリキュラムに沿った指導を行うとともに、消防

職員の資質向上に必要な指導内容の研究やマニュアル等
の作成を行うために、消防長が指導者を指名します。
①指導者の基準：警防、救助、救急、予防ごとに消防署

長等の推薦を受けた者（消防副士長以上、消防司令補
以下で採用後10年を経過している者）

②指導者の任期：1年以上

対象者
（採用年次）

研修時間／年
指導内容日数

（実施月） 時間数

１年目※1
前期入校 5日

（9月） 35時間
・基礎知識・技術の
習得

後期入校 9日
（4月） 63時間

２年目

12日
（通年）

36時間
（平日午前）

・教育カリキュラ
ムに基づく現場活
動・実務等の研修３年目

４年目※2
・教育カリキュラ
ムに基づく現場活
動・実務等の研修５年目※2

３　若手職員育成研修　　　
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表１　若手職員育成研修時間

※1　消防学校初任科への入校時期が前期（４月）入校職員と後期（10月）入
校職員の２通りあります。

※2　平成26年度以降に段階的な導入（予定）



③指導者会議：年間の研修計画（案）やカリキュラム等
の作成を実施

④指導者研修会：指導力、リーダーシップの基本知識・
スキルを習得するための研修を実施

⑤平成25年度指導者内訳：項目ごとの指導者人数は次
のとおり
警防：４名、救助：２名、救急：２名、予防：２名（合
計10名）

対象 採用1年目　前期（４月）入校職員

教育科目 警防 救助 救急 予防

実施時間
28時間 — ７時間 —

合計　35時間

対象 採用1年目　後期（10月）入校職員

教育科目 警防 救助 救急 予防

実施時間
56時間 — ７時間 —

合計　63時間

対象 採用２年目職員

教育科目 警防 救助 救急 予防

実施時間
21時間 ９時間 ６時間 —

合計　36時間

対象 採用３年目職員

教育科目 警防 救助 救急 予防

実施時間
９時間 18時間 ６時間 ３時間

合計　36時間

救急座学教養（対象：採用１年目職員）

空気呼吸器着装訓練（対象：採用１年目職員）

防火衣着装訓練（対象：採用１年目職員）

指導者による研修内容の説明

対象 採用４年目職員

教育科目 警防 救助 救急 予防

実施時間
12時間 12時間 ６時間 ６時間

合計　36時間

対象 採用５年目職員

教育科目 警防 救助 救急 予防

実施時間
15時間 ６時間 ６時間 ９時間

合計　36時間
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表２　教育訓練カリキュラム概要

※採用４、５年目職員研修は平成26年度以降導入予定



平成25年度から始動した若手職員育成研修は、当市
消防本部が直面する課題に対して有効な方策であるとい
うことを実感させるものであります。しかし、実施する
過程において、数々の課題が浮き彫りになってきている
のも事実です。そのひとつとして、指導マニュアル等の
整備や研修結果をフィードバックする体制を定着させる
ことが短期的な課題と認識しています。次に、研修の実
施に必要な資機材の不足が挙げられます。資機材には限
りがあり、研修用の資機材を各消防署から集めて研修を
実施しているのが現状です。効果的な研修とするために、
確実な資機材の確保が今後の課題といえます。さらに、
時代に即した研修となるように、研修内容の研究を積み
重ねることも大切です。

また、平成26年度以降は対象職員を採用５年目まで
に段階的に拡大していく予定です。従前の業務に加えて
研修を増やすことは、職員への負担を増加させることに
なります。こうしたことも熟慮し、慎重かつ積極的に事
業展開していきたいと考えています。

消防本部にとって、組織力の維持向上は最重要かつ恒
久的な責務であります。組織力を分析しますと、施設、
車両や装備等といったハード面と人材を始めとするソフ
ト面に大分されるでしょう。予算的な措置等が最大の問
題となりやすいハード面に対して、職員育成を始めとす
るソフト面については、ハード面の整備とは違い、中長
期的な取組が必要であり、かつ効果が判断しにくいとい
う特徴があります。しかし、組織力の中において最も重
要視すべきはこのソフト面であり、その代表となる『人

（ひと）』を育成することこそ、組織の未来を左右すると
いっても過言ではないでしょう。

古代ギリシャの哲学者アリストテレスは次のように述
べています。

『国家の運命は、青年の教育に掛かっている』

住民の負託に応えるため、当市消防本部は職員育成に
全力を挙げて取り組んでいきます。

指導者による実技要領の指導（対象：採用３年目職員）

応急はしご訓練（対象：採用２年目職員）

訓練後の講評（対象：採用２年目職員）

はしご水平救助操法（2）（対象：採用3年目職員）

先進事例   
紹介

先進事例   
紹介

先進事例   
紹介

先進事例   
紹介

４　今後の展望

５　おわりに
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